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（単位：円）

内　　　訳 小　　　計 内　　　訳 小　　　計

Ⅰ流動資産 Ⅰ流動負債

1）現金 21,530,736 1）仕入債務 708,416,602

現金 21,530,736 買掛金 708,416,602

2）預金 456,899,091 2）引当金 47,721,289

普通預金 456,899,091 賞与引当金 47,721,289

3）売掛債権 543,004,092 3）リース債務 32,187,211

受取手形 リース債務 32,187,211

自振窓口未収金 552,623,964 4）その他流動負債 179,443,134

祭壇利用未収金 0 未払金 89,119,623

売上振替未収金 未払法人税等 14,695,400

旅行事業未収金 2,855,708 未払消費税 5,810,800

貸倒引当金 △ 12,475,580 売上代金前受金 2,785,000

4）棚卸資産 121,553,156 プリペイドカード 36,027,077

繰越在庫品 120,512,896 仮受金 10,471,040

印紙・証紙 92,600 未払費用 20,534,194

商品券 947,660 967,768,236

7）その他流動資産 61,730,818 Ⅱ固定負債

未収金 44,433,731 1）引当金 124,322,059

仮払金 889,628 退職給付引当金 124,322,059

繰延税金資産 15,890,297 2）リース債務 222,408,593

預金未収利息 341 リース債務 222,408,593

前払費用 516,821 346,730,652

1,204,717,893

Ⅱ固定資産

1）有形固定資産 483,219,096

機械･装置 74,903,572

車両運搬具 106,808,822 Ⅲ株主資本

器具･備品 74,490,696 　　1）資本金 90,000,000

建物 179,523,812 　　2）利益剰余金 396,763,827

構築物 33,847,460 利益準備金 22,500,000

土地 34,339,845 その他利益剰余金 374,263,827

建設仮勘定 54,464,897 　　特別積立金 73,000,000

リース動産 146,068,252 　　固定資産取得修繕積立金 200,000,000

リース不動産 396,882,637 　　繰越利益剰余金 101,263,827

減価償却累計額 △ 618,110,897 　　（内　当期首繰越利益剰余金） (51,205,098)

2）無形固定資産 926,484 　　（内　当期純利益） (50,058,729)

無形固定資産 926,484 486,763,827

3)投資その他の資産 112,399,242

関係会社出資金 152,000

保証金 100,900,000

貸付金 2,353,079

預託金 604,510

繰延税金資産 8,389,653

596,544,822

1,801,262,715 1,801,262,715負債および純資産合計

科　　　　　目

資　産　の　部 負債および純資産の部

科　　　　　目

（流動資産計）

（固定資産計）

資　産　合　計

純　資　産　合　計

平成30年3月31日現在

貸借対照表

1,314,498,888

（株主資本計）

486,763,827

（流動負債計）

（固定負債計）

負　債　合　計
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（単位：円）

〈経常損益の部〉

営業損益

営業収益

売上高 5,086,349,470
売上高 4,756,029,932
その他事業収益 330,319,538

売上原価 4,159,508,522
仕入高 3,902,458,105
その他事業費用 255,051,901
棚卸差損 23,582
貸倒引当金繰入額 1,974,934

売上総利益 926,840,948

営業費用

販売費及び一般管理費 845,474,950
人件費 654,907,238
業務費 102,637,154
諸税負担金 2,165,529
施設費 78,750,260
雑費 7,014,769

営業利益 81,365,998

営業外損益

営業外収益 2,270,107
受取利息 501,725
配当金 2,260
雑収入 1,766,122

営業外費用 206,104
雑損失 206,104

経常利益 83,430,001

〈特別損益の部〉

特別損失 7
固定資産処分損 7

臨時損失

税引前当期純利益 83,429,994

法人税住民税及び事業税 26,308,907
法人税等調整額 7,062,358

当期純利益 50,058,729

金　　　　額科　　　　　目

損益計算書

　　　自　　平成２９年　４月　１日

 　 　至　　平成３０年　３月３１日
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（単位：円）

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金 特別積立金

固定資産取得
修繕積立金

繰越利益剰余金
利益剰余金合

計

90,000,000 22,500,000 73,000,000 120,000,000 131,205,098 346,705,098 436,705,098 436,705,098

当期変動額

新株の発行

剰余金の配当

目的積立金の
積立て

80,000,000 △ 80,000,000

当期純利益 50,058,729 50,058,729 50,058,729 50,058,729

0 0 0 80,000,000 △ 29,941,271 50,058,729 50,058,729 50,058,729

90,000,000 22,500,000 73,000,000 200,000,000 101,263,827 396,763,827 486,763,827 486,763,827

前期末残高

当期変動額合計

当期末残高

株主資本等変動計算書

第17事業年度（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

純資産合計

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

 

 



 

個別注記表 

Ⅰ．重要な会計方針 

１．資産の評価基準及び評価方法 

   ・棚卸資産    売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法） 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

  ○有形固定資産 

    ・建 物    定額法 

    ・建物以外   定率法 

    ・リース資産  所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産は、リー

ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法     

   ○無形固定資産  定額法 

３．引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

    債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については過去 3 ヵ年の毀損額をもとに算

出した貸倒実績率により計上しているほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上

しています。 

  ②賞与引当金 

    従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しています。 

  ③退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込に基づき、当事業年度に発生していると認められる額を計上しています。 

なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。 

４．リース取引に係る会計処理の方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース

取引で、平成 20 年 3 月 31 日以前に取引を行ったものについては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっています。 

    平成 20 年 4 月 1 日以降に取引を開始したものについては、売買処理により行ってい

ます。 

５．消費税等の会計処理方法 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

６．棚卸資産の評価 

 「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用しています。 

７．リース取引に係る会計基準 

   「リース取引に関する会計基準」及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

を適用しています。 

 



 

Ⅱ．株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項       

区  分 前期末株式数 当期末株式数 摘要 

発行済株式（普通株式） １８００株 １８００株  

合  計 １８００株 １８００株  

Ⅲ．その他の注記 

１．出資金並びに保証金の増減明細 

  ①出資金                      （単位：円） 

出資先 前期繰越高 当期増加 当期減少 期末残高
栗っこ農業協同組合 52,000 0 0 52,000
全国農業協同組合連合会 100,000 0 0 100,000

合　　計 152,000 0 0 152,000  

  ②差入保証金                    （単位：円） 

  

氏 　 　 　 名 前期繰越高 当期増加 当期減少 期末残高

（社）全国旅行業協会 2,200,000 0 0 2,200,000

（株）全旅 500,000 0 0 500,000

ＪＡ三井リース（株） 70,000,000 0 0 70,000,000

仙台法務局古川支局 28,000,000 0 0 28,000,000

一印一関青果卸売株式会社 200,000 0 0 200,000

合　　計 100,900,000 0 0 100,900,000
 

 

２．繰延税金資産の発生原因別内訳 

貸倒引当金限度超過額 4,152,510  

賞与引当金限度超過額 47,721,289  

退職給与引当金限度超過額 124,322,059  

減価償却費限度超過額 9,518,805  

未払事業税等 3,790,800  

評価性引当額 △104,451,439  

税効果会計対象額計 85,054,024  

繰延税金資産の純額 24,279,950  

３．リース契約により使用する重要な固定資産 
  貸借対照表に計上した固定資産のほか、給油所施設をリース契約により使用しておりま

す。 

４．ファイナンス・リース取引の資産の内容 
  ①所有権移転ファイナンス・リース取引 

   該当事項はありません 

 ②所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  ・有形固定資産    葬祭会館、給油所の機械装置および車両運搬具です。 



 

5．退職給付に関する注記 

 （１）採用している退職給付制度の概要   

従業員の退職給付にあてるため、社員退職給与規程に基づき退職一時金制度を採

用しています。また、この制度に加え、同規定に基づき退職給付の一部にあてるた

め全国農林漁業団体共済会との契約による退職金共済制度を採用しています。 

なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。 

（２）退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

    期首における退職給付引当金  134,236,079 円 

     退職給付費用         22,817,500 円 

     退職給付の支払額      △19,755,000 円 

     特定退職共済制度への拠出金 △12,976,520 円 

    期末における退職給付引当金  124,322,059 円 

（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

    退職給付債務         183,071,500 円 

    特定退職共済制度       △58,749,441 円 

    退職給付引当金                124,322,059 円 

（４）退職給付に関する損益 

    勤務費用            22,817,500 円 

    退職給付費用              22,817,500 円 

 

6．固定資産減損会計に基づく減損損失の計上 

  当社では、当期の減損損失の計上はありません。 

当社では、投資の意思決定を行う単位としてグルーピングを実施した結果、相互関連性

が高い自動車燃料・農業機械部門と生活部門の 2 つを最小単位としています。 

共用資産の内容及びその理由は次のとおりです。 

共用資産とする施設 共用資産とする理由 

本店 独立したキャッシュフローを生み出さない施設 

 


